平成23年度　第４回柏市公共下水道事業審議会会議録

１　開催日時

　　　　平成23年10月5日（水）　午後2時00分から

２　開催場所

　　　　柏市役所本庁舎５階　第３委員会室

３　出席者

　　　　（委員）

　　　　落合会長、森副会長、石川委員、大室委員、沢田委員、塚本委員、戸田委員

富田委員、豊田委員、古市委員、古川委員、諸岡委員、結城委員

　　　　

　　　　（事務局）

　　　　山田土木部長、石井土木部次長(兼)下水道整備課長

下水道整備課　市原副参事、高橋主幹、池田副主幹、田中副主幹、西牟田主事、荒井主事補

下水道維持管理課　増渕主幹

（傍聴者）

　　　　1名

４　議題

· 第3回審会における質問事項の回答について

· 今後の下水道使用料収入の見通しについて

５　議事

　　　佐藤委員、宮崎委員の任期満了に伴い、新たに塚本委員が審議委員として委嘱された。その後、今回審議会における議題とその内容について事務局側から説明が行われた。主な説明内容は次の通り。

· 前回審議会における質問事項に対する回答

· 今後の下水道使用料等の見通しと料金体系の見直し案の提示

６　質疑・応答

【前回審議会における質問事項の回答について】

　●使用料の未収について
委　員　　未収分については５年毎に時効になっているという事だが、その時効になった額はどのくらいなのか。
事務局　　不納欠損(滞納分の徴収金が徴収できなくなったとして、その調定の金額を消滅させること)額については毎年の決算で把握可能であるが、手元に資料がないため今お知らせすることはできない。

委　員　　減免・免除制度についても納入者からみたら未収に該当する。これらの減免・免除額も考慮に入れた料金算定を行うべきではないか。
事務局　　生活保護者を含め一定の基準を満たした者については条例上支払い義務が免除されており、その免除分については税金で賄われている。しかし減免・免除額については把握していない。また、生活保護者が使用した汚水使用料分については、そもそも調定額にも実収入額にも付加されていないため、料金改定を行う上での議論には影響を与えない。

委　員　　生活保護世帯については調定額および実収入額のどちらにも付加されていないという事だが、その根拠となる資料は何か。
事務局　　柏市の下水道条例(24条)の中で謳われており、議会の承認を経て生活保護世帯については免除するという事になっている。

委　員　　料金算定を行う際には、生活保護世帯であるかないかにかかわらず、利用している人全員を１として料金設定を行わなければ、適切な料金設定を行う事は不可能ではないか。すなわち、例えば100人下水道使用者がいたとして、そのうち95人が支払い、残り５人の不払い分をその95人で負担するという事に対して、使用者としては納得いかない。

事務局　　現在、柏市における調定の対象者は約38万人いる。それに対して調定に付加されない生活保護対象者は約2,000人程度であるため、全体に占める免除額の割合は非常に小さいものであると認識している。しかし、公平感という点で言えば、水道料金は生活保護者に対しても支払が義務付けられており、また生活保護費は水道使用料や下水道使用料も考慮に入れて決定されているという事を考えれば、不公平感がないとは言えないという認識はある。ただし、これを改善するかどうかはまた別問題である。また、予算組みの際には実収入ベースで組まないと、いわゆる歳入欠陥に陥ってしまう。通常の予算の場合でも、収納率を掛けたもので予算を立てているため、不足分については一般会計からの繰入金で補填している。

委　員　　今は料金設定の議論をしているわけであって、予算組の議論をしているわけではない。

事務局　　料金算定とは、予算を各年度つくるという作業である。その上で収入を決めないと、実際に入ってこないお金の議論の話をしても意味がない。

委　員　　実収入ベースで料金設定をするという事が明記されている根拠資料はあるのか。

事務局　　下水道協会が発行している資料（使用料算定期間の収支の見積）に基づいており、実収入ベースで収支のバランスを見立てるという指針がある。

会　長　　官公庁では実収入ベースで予算を組むのが一般的であるのか。

事務局　　実収入ベースで収支バランスを組んで、それで改定率を決定している。

委　員　　他の市町村では、下水道使用料の納入を遅延した場合、利息を設けるといった仕組みはあるのか。

事務局　　柏市においても、遅延利息のような対応はある。使用料は強制徴収権をもつものであるが、過去に差し押さえ処分まで至った事例はない。今後は差し押さえ処分等も視野に入れ、厳格な対応をしていきたい。経費のバランスも考えながら、催促に係わる職員(現在６名)も増やしていきたい。

会　長　　調定ベースで予算を組むのか、あるいは実収入ベースで予算を組むのという議論の前に、そもそも現時点で使用料対象経費を100％使用料で賄われているわけではなく、25％は税金で補填しているという事実がある。収納率の改善を図る努力をしていく事は当然であるが、目標はどのような料金改定を行えば少しでも税金からの負担を抑制する事ができるのかという点にある。そこに議論を持っていくべきだと考える。

事務局　　会長が述べられたように、一般会計繰入金をゼロにするという議論ではなく、あくまでも使用料金収入の中でどのように負担を割り当てていくのかという議論である。

委　員　　具体的にどのような人が使用料金を払っていないのか。

事務局　　確信的に主に住民登録をしていない住民や学生，外国人が多い。

委　員　　現在、柏市の下水道料金支払いはクレジット決済可能なのか。

事務局　　現在のところクレジット決済は行っていない。今後、収納率改善のための一案として受けとめたい。

　●資本費について
委　員　　下水道年報にある起債額および元金償還額が、審議会資料で示されている額と異なるのは何故か。

事務局　　下水道年報については、起債額および元金償還額のそれぞれの借り換え部分の内訳が示されていないだけで総額は同じである。

　●維持管理費について
委　員　　職員数については、下水道会計および一般会計で負担されている職員数がそれぞれ示されているが、下段の職員給与費はそのどちらに対応しているのか。

事務局　　お示ししている職員給与費は、あくまでも下水道会計で負担されている職員に対する給与費であり、一般会計から負担されている職員の給与費は含まれていない。

委　員　　平成20年度以降、下水道関係に含まれる職員のうち一般会計で負担されている職員も若干名含まれているが、一般会計で負担されている職員の仕事内容は下水道会計で負担されている職員の仕事内容とどう異なるのか。

事務局　　職員編成の経緯についてご説明させて頂きたい。当時主に雨水対策を担っていた治水課が存在し、平成19年度で12名の職員がいた。平成21年度に治水課が排水対策課へと移行した際、12名の職員のうち８名が排水対策課へと異動し、残り４名が下水道関係へ異動した。効率性という観点から、大規模な下水道整備については全て下水道部の方で実施する事が望ましいという考えのもと、排水対策課の４名を下水道関係の方へもってきたという次第である。従って、組織としてはこの４名は下水道関係の方に含まれるが、仕事内容としては一般会計に関わる仕事(治水・排水対策)を行っているという事でご理解頂きたい。尚、先程申したように、この４名分については一般会計で負担している。

委　員　　民間企業と異なり、公務員の職員給与費はある一定の年齢にいたって到達しても頭打ちになっていないように思われるが、人件費は削減されていると言えるのか。

事務局　　昨年の事業仕分けによって人件費を削減するよう指導を受けている。平均年間給与は年々何十万といった単位で減少しているのは事実である。今年度で約800万円／人である。

【今後の下水道使用料収入等の見通しについて】

会　長　　累進度を下げるということについては、平成20年度審議会において答申した内容である。将来的に大口使用者が減少していく事を考慮し、大口使用者の単価を仮に下げた場合、それに伴い累進度も下がるが、一方で使用料収入は減少してしまう。この部分について議論をお願いしたい。

· 今後の整備計画について

委　員　　下水管の更新期を迎えるに当たり、管渠を新しく取り替えなければならないという事だが、更新費というのはその費用として考えていいのか。
事務局　　更新であるので、主に改築に要する費用と考えてよい。補助金を入れて整備していくので、新しいものにしていくということ。現在、下水管の中だけを新しくする技術も進んでおり、それを実施していきたいと考えている。

委　員　　更新費用の予測について、平成25年以降は一定の更新費用(約３億円)を見込んでいるが、この計画には根拠はあるのか。

事務局　　第１回目の審議会において、年間約24億円程度の改築費用が必要であると説明させて頂いたが、実際に今すぐに24億円の投資を行って改築を行わなければ、施設が壊れてしまうという訳ではない。更新時期は今まさに始まろうとしている段階であるので、現段階では未だきちんとした調査は行っておらず、まず初めのスタートとして３億円程度を見込んで実施するという事でご理解頂きたい。

委　員　　下水管渠等の建設に係わる人件費はどこに含まれるのか。

事務局　　使用料対象経費には計上されていない。下水道会計は、建設費、運営費、公債費の３つに分類されており、建設するコストそのものについては、国の補助金や起債で賄っているため建設事業財源の中で人件費も充当される。つまり、建設に関わる人件費は使用料対象経費である「運営費」ではなく「建設費」に入る。

委　員　　流域下水道負担金が平成23年度までは21億円程度で見込まれていたのが、平成23年度以降は約22億円と約１億円程度増加しているのは何故か。

事務局　　処理面積が増加するに連れて、県に支払う流域下水道負担金の額も増加すると理解して頂きたい。柏市では約50(ha/年)のペースで処理面積が増加している。

委　員　　柏駅周辺は未だに一部合流式下水道となっているが、完全に分流化になるのはいつ頃なのか。

事務局　　合流式下水道区域は現在190haくらいまで減少している。少しずつ分流化を進めている。下水管の更新と分流化の完了がほぼ同じ時期になると予想している。

会　長　　市街化が完了した区域においても、下水道が未だに整備されていない箇所がある。

事務局　　市街化区域についても未だに850ha程度の規模で下水管が入っていない。事業費を2,000(万円/ha)として考えると。170億円かかる試算となる。

· 料金設定の方向性について

委　員　　大口(1,000m3以上)の料金単価を見直した場合(368.55円/ m3)、年間で１億円も使用料収入が減少するのか。

事務局　　前回の審議会でお示しさせて頂いた使用料金収入の合計額(43億円)は水道分のみの合計値である。これに井戸水分の使用料収入も加えると合計57億9700万円（平成22年度）になる。大口の使用者の大部分は井戸水を使用しているため、1,000 m3以上の使用料収入14億2400万円のうちの1億円が減少してしまうということ。

委　員　　1,000 m3以上の大口使用者は企業数でどのくらいなのか。

事務局　　概算で100社程度とみている。

委　員　　実際に、事業が成立せずに柏市から撤退する大口の企業が増えている。累進度の見直しを行い、大口の負担を軽減しない限り、この傾向は今後も続くものと考えられる。

事務局　　柏市においては製造業と通信業が減少傾向にあり、建設業、運輸業、サービス業、飲食業は増加傾向にある。製造業のような工場に人を雇って賃金の支払いを行うような企業についてはやや落ち気味であるというのは現実問題としてはある。今後柏市としては、企業を誘致したいというよりは、企業が撤退して頂かないように努力をしていきたいと考えている。

会　長　　これを踏まえ、下水道料金体系をどのような方向にもっていきたいと柏市としては考えているのか。

事務局　　この部分について、審議委員の皆さんでご審議頂きたいところである。

委　員　　平成26年に公営企業化に移行するとなると、今回の料金体系の見直し期間と１年間重なる事になる。その際、料金体系の連続性というものを考える必要があると思う。つまり、企業会計に移行した際に、今回の料金の値上げ幅が過大であったという事にもなりかねない。この事を踏まえ、概算でも構わないので、おおよその減価償却費をお示しして頂きたい。

事務局　　あくまでも概算であるが、投資した事業費約1,700億円(S35～H20) を50年で割り返すと１年間当たり約35億円という計算になる。

委　員　　地方債の償還期間はどれくらいなのか。

事務局　　おおよそ30年程度である。

会　長　　料金体系をこれから考えるに当たり、1,000 m3以上の単価を368.55(円/ m3)に引き下げると、年間で約１億円程度収入減となるが、累進度については3.9まで下げる事ができる。これが妥当であるかどうか議論して頂きたい。大口使用者を優遇するという考えについてどう考えるか。

委　員　　全員で負担するという考え方ならば、基本料金を上げるか10 m3までの使用料単価を上げるかという案も考えられる。結果として、累進度も下がる方向に働くと考えられる。

委　員　　柏市の基本料金は近隣市と比較して安いと思われるが、これについての説明を頂きたい。

事務局　　柏市の料金体系は二部制を採用しているため、基本料金については近隣市と比較して低くなっている。これは、弱者保護や節水努力の奨励といった考え方に基づいており、平成20年度審議会において答申した内容である。

委　員　　本審議会の場で、料金改定の方法について結論を出さなければならないのか。

事務局　　そのような事ではない。1,000 m3以上の単価を変えると累進度は下がるが、全体の収入は減少してしまう。累進度を下げる方向で考え、あとはどの水量区分の単価の見直しを行い、１億円の収入減を解消していくのかという事について議論して頂きたい。それを踏まえ、第５回審議会時に試算という形でお示ししたい。

会　長　　累進度の見直しと料金単価の見直しの両方を考えていかなければならないため、難しい問題ではあるが、審議委員の方々にはある程度の意見を出して頂いて、それを考慮に入れた形で、具体案として次回事務局側に提示してもらうというのはどうか。まずは、累進度を3.9に下げることの妥当性について議論して頂きたい。累進度を下げるには、単価の最高値を下げるケースと、最低値を上げるケースの２通りがあるが、平成20年度の審議会において弱者保護や節水努力の奨励といった意見が出ている事を踏まえると、最低単価を上げる方向に議論をもっていってしまうのは整合性といった点で疑問を抱く。累進度を見直すのであれば、単価の最高値を下げる方向に持っていくのが望ましいと考える。

委　員　　市民に対して負担をお願いする話であるのだから、平成20年度における審議会の答申内容にとらわれ過ぎるのは好ましくないのではないか。まずは市の考え方がどういう基本線にあるのかという事を明確にしてもらわないと議論できないのではないか。

事務局　　柏市の現状の姿としては、正直なところ大口の企業の方々に負担をお願いする形になっている。かつては、多少下水道料金が高額であっても企業は利潤をあげられていたが、今はそういう時代ではない。企業に負担をかけて、住民の負担は現状のままでいいという考え方は一つの岐路に立っていると言える。前回の審議会においても大口の料金が高いという話はしており、その部分についての見直しを行い、企業が撤退しないような方策を打ち出したいという考えからである。
委　員　　市全体の施策の体系の中の一つに、今回の下水道使用料の見直しがあるのか。事務局側は市に対して確認すべきである。
事務局　　第５回審議会で市の考え方について説明をする。ただ、30数年前のように企業を誘致して税収を上げるという考え方から、企業の撤退を防ぐという方向に考え方が変わってきているという事実はある。
会　長　　以上を踏まえ、事務局側は原案を何通りか出して頂き、それについて第５回審議会において議論していくという形をとりたい。

事務局　　いくつかの原案を作成し、次回提案させて頂きたい。
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